
 

瀬戸市市税条例等の一部を改正する条例をここに公布する。 

平成２４年３月３０日 

瀬戸市長 増 岡 錦 也  

瀬戸市条例第１２号 

瀬戸市市税条例等の一部を改正する条例 

（瀬戸市市税条例の一部改正） 

第１条 瀬戸市市税条例（昭和４０年瀬戸市条例第６号）の一部を次のよ

うに改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下 

線で示すように改正する。 

改正後 改正前 

（たばこ税の税率） （たばこ税の税率） 

第６５条 たばこ税の税率は、１，０００本につ

き５，２６２円とする。 

第６５条 たばこ税の税率は、１，０００本につ

き４，６１８円とする。 

（特別土地保有税の課税免除） （特別土地保有税の課税免除） 

第８８条の３ 本市が、重要な公共施設に係る事

業を実施する場合において、当該事業の円滑な

推進と公共の福祉の増進に寄与するため、当該

事業の用に供することを目的とした土地の取得

及び当該土地の代替地の取得が行われた場合に

ついて、当該土地又はその代替地を取得した者

に対して課すべき特別土地保有税については、

その課税を免除することができる。 

第８８条の３ 本市が、地方自治法第２条第５項

の規定により定めた基本構想に基づき、重要な

公共施設に係る事業を実施する場合において、

当該事業の円滑な推進と公共の福祉の増進に寄

与するため、当該事業の用に供することを目的

とした土地の取得及び当該土地の代替地の取得

が行われた場合について、当該土地又はその代

替地を取得した者に対して課すべき特別土地保

有税については、その課税を免除することがで

きる。 

附 則 附 則 

（東日本大震災に係る雑損控除額等の特例） （東日本大震災に係る雑損控除額等の特例） 

第７条の２の１１ 所得割の納税義務者の選択に

より、法附則第４２条第３項に規定する特例損

失金額（以下この項において「特例損失金額」

第７条の２の１１ 所得割の納税義務者の選択に

より、法附則第４２条第３項に規定する特例損

失金額（以下この条において「特例損失金額」



 

という。）がある場合には、特例損失金額（同

条第３項に規定する災害関連支出がある場合に

は、第３項に規定する申告書の提出の日の前日

までに支出したものに限る。以下この項及び次

項において「損失対象金額」という。）につい

て、平成２２年において生じた法第３１４条の

２第１項第１号に規定する損失の金額として、

この条例の規定を適用することができる。この

場合において、第１３条の２の規定により控除

された金額に係る当該損失対象金額は、その者

の平成２４年度以後の年度分で当該損失対象金

額が生じた年の末日の属する年度の翌年度分の

市民税に係るこの条例の規定の適用について

は、当該損失対象金額が生じた年において生じ

なかったものとみなす。 

という。）については、平成２２年において生

じた法第３１４条の２第１項第１号に規定する

損失の金額として、この条例の規定を適用する

ことができる。この場合において、第１３条の

２の規定により控除された金額に係る当該特例

損失金額は、その者の平成２４年度以後の年度

分の市民税に係るこの条例の規定の適用につい

ては、平成２３年において生じなかったものと

みなす。 

 ２ 前項の規定の適用を受けた所得割の納税義務

者の同項の規定により適用される第１３条の２

の規定により控除された金額に係る特例損失金

額が平成２４年以後の各年において生じたもの

である場合における前項の規定の適用について

は、同項中「平成２３年」とあるのは、「当該

特例損失金額が生じた年」とする。 

２ 前項前段の場合において、第１３条の２の規

定により控除された金額に係る損失対象金額の

うちに、同項の規定の適用を受けた者と生計を

一にする令第４８条の６第１項に規定する親族

の有する法附則第４２条第３項に規定する資産

について受けた損失の金額（以下この項におい

て「親族資産損失額」という。）があるとき

は、当該親族資産損失額は、当該親族の平成２

４年度以後の年度分の市民税に係るこの条例の

規定の適用については、当該親族資産損失額が

生じた年において生じなかったものとみなす。 

３ 第１項前段の場合において、第１３条の２の

規定により控除された金額に係る特例損失金額

のうちに、同項の規定の適用を受けた者と生計

を一にする令第４８条の６第１項に規定する親

族の有する法附則第４２条第３項に規定する資

産について受けた損失の金額（以下この条にお

いて「親族資産損失額」という。）があるとき

は、当該親族資産損失額は、当該親族の平成２

４年度以後の年度分の市民税に係るこの条例の

規定の適用については、平成２３年において生

じなかったものとみなす。 

 ４ 第１項の規定の適用を受けた所得割の納税義

務者の同項の規定により適用される第１３条の



 

２の規定により控除された金額に係る親族資産

損失額が平成２４年以後の各年において生じた

ものである場合における前項の規定の適用につ

いては、同項中「平成２３年」とあるのは、

「当該親族資産損失額が生じた年」とする。 

３ ＜省略＞  ５ ＜省略＞  

（個人の市民税の税率の特例等）  

第７条の２の１３ 平成２６年度から平成３５年

度までの各年度分の個人の市民税に限り、均等

割の税率は、第１１条第１項の規定にかかわら

ず、同項に規定する額に５００円を加算した額

とする。 

 

２ 前項の規定の適用がある場合における第１２

条の規定の適用については、「前条第１項の

額」とあるのは、「前条第１項の額に５００円

を加算した額」とする。 

 

（市たばこ税の税率の特例） （市たばこ税の税率の特例） 

第９条 たばこ事業法附則第２条の規定による廃

止前の製造たばこ定価法（昭和４０年法律第１

２２号）第１条第１項に規定する紙巻たばこ３

級品の当該廃止の時における品目と同一である

喫煙用の紙巻たばこに係る市たばこ税の税率

は、第６５条の規定にかかわらず、当分の間、

１，０００本につき２，４９５円とする。 

第９条 たばこ事業法附則第２条の規定による廃

止前の製造たばこ定価法（昭和４０年法律第１

２２号）第１条第１項に規定する紙巻たばこ３

級品の当該廃止の時における品目と同一である

喫煙用の紙巻たばこに係る市たばこ税の税率

は、第６５条の規定にかかわらず、当分の間、

１，０００本につき２，１９０円とする。 

２ ＜省略＞ ２ ＜省略＞  
  

（瀬戸市市税条例の一部を改正する条例の一部改正） 

第２条 瀬戸市市税条例の一部を改正する条例（昭和４１年瀬戸市条例第

２６号）を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下 

線で示すように改正する。 

改正後 改正前 



 

附 則 附 則 

 （施行期日） 

 この条例は、昭和４２年１月１日から施行す

る。 

第１条 この条例は、昭和４２年１月１日から施

行する。 

 （分離課税にかかる所得割に関する特例） 

 第２条 第３１条の４の規定の適用については、

当分の間、同条中「合計額」とあるのは、「合

計額からその１０分の１に相当する金額を控除

して得た金額」とする。 

   附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる

規定は、当該各号に定める日から施行する。 

⑴ 第２条の規定及び次条の規定 平成２５年１月１日 

⑵ 第１条中第６５条の改正規定、同条中附則第９条第１項の改正規定

及び附則第３条の規定 平成２５年４月１日 

（市民税に関する経過措置） 

第２条 平成２４年１２月３１日以前に支払うべき退職手当等（第２条の

規定による改正前の瀬戸市市税条例第３１条の２に規定する退職手当等

をいう。）に係る第２条の規定による改正前の瀬戸市市税条例に規定す

る分離課税に係る所得割については、なお従前の例による。 

（市たばこ税に関する経過措置） 

第３条 平成２５年４月１日前に課した、又は課すべきであった市たばこ

税については、なお従前の例による。 

 

 


